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次世代ヘルスケア産業協議会・次世代医療機器開発推進協議会・ 

次世代医療 ICT 協議会 未来イノベ―ションＷＧの設置について（案） 
 

平成 31 年 1 月 25 日 
未来イノベーション WG 事務局  

 
１．設置の趣旨 

 現在、医療福祉分野において、ICT、AI、ロボット技術など、第４次産業革命を
踏まえた変革が進展しつつあり、政府としても、実装される機器・サービスの導
入・普及に向けて、制度改革・支援策の充実に取り組んでいる。 

 一方、２０４０年頃における未来の医療福祉分野の在り方を考える際には、足
元において導入される技術が漸進的に改善していく姿を考えるのみならず、将
来見込まれる社会・地域の変化や技術革新を見据え、バックキャストして中長
期的な戦略を構築していくことが必要。 

 こうしたことから、今般、次世代ヘルスケア産業協議会（予定）・次世代医療機
器開発推進協議会・次世代医療 ICT 協議会の下に未来イノベーションワーキ
ング・グループ（WG）を設置し、必要な検討を行うこととする。 

 
２．検討事項 

 2040 年の将来における日常生活を含めた国民の暮らしの中に、ICT、AI、ロボ
ット等が溶け込んでいる社会システムという目標・将来像の作成 

 その中で、変容していく医療介護サービスを想定した場合に、必要になる技術・
サービスの抽出 

 上記を実現するためのムーンショット型プロジェクトの立ち上げ・ロードマップの
策定、インテリジェンス機能の実現、民間投資・イノベーション活性化、政府の
研究開発戦略の在り方の検討 

 
３．今後のスケジュール 

 当面、以下の通り WG を開催することとし、その後も継続的に検討を行う。 
 
平成３１年１月２５日 第１回ＷＧ 
平成３１年２月１８日 第２回ＷＧ 
平成３１年３月４日  第３回ＷＧ（中間とりまとめ） 

 
４．議事の公開について 

 ＷＧは原則、非公開とする。 
 ＷＧの資料及び議事要旨は原則として公表する。ただし、WG の主査が特に必

要と認めるときは、資料及び議事要旨の全部又は一部を公表しないものとする
ことができる。 
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未来イノベーションWG事務局
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○ 団塊の世代が全て７５歳となる2025年には、75歳以上が全人口の18％となる。
○ 2040年には、人口は1億,1092万人に減少するが、一方で、65歳以上は全人口の約35％となる。

（資料出所） 総務省「国勢調査（年齢不詳をあん分した人口）」および「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中位・死亡中位推計

1990年(実績) 2025年 2040年

75歳～
599( 5%)

65～74歳
894( 7%)

総人口
1億2,361万人

総人口
1億2,254万人

65～74歳
1,681(15%)

20～64歳
5,543(50%)

～19歳
1,629(15%)

総人口
1億1,092万人

７５

６５

歳

万人
２５０
万人 万人

５０ １００ １５０ ２００ ２５００

75歳～
2,239(20%)

20～64歳
7,611(61%)

～19歳
3,258(26%)

２０

５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

～19歳
1,943(16%)

75歳～
2,180(18%)

65～74歳
1,497(12%)

20～64歳
6,635(54%)

１５０ ２０００ ５０

2017年(実績)

65～74歳
1,767(14%)

75歳～
1,748(14%)

総人口
1億2,671万人

～19歳
2,159(17%)

20～64歳
6,997(55%)

５０ １０００

団塊世代
（1947～49年

生まれ）

団塊ジュニア世代
（1971～74年

生まれ）

１００ １５０ ２００
万人
２５０

人口減少
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高齢化
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（資料）総務省「国勢調査」「人口推計」（2015年まで）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口平成29年推計」（出生中位・死亡中位推計）（2016年以降）

65歳～74歳

25年間 15年間

2,180

+142.0%

2,204

901

75歳以上

3,677

高齢者人口
の急増

+66.8%

3,921
+6.6%

高齢者人口
の増加が
緩やかに

2,239+2.7%

8,638 7,170 5,978

25年間 15年間

▲17.0% ▲16.6%

生産年齢
人口の減
少が加速

団塊の世代が
全て65歳以上に

団塊の世代が
全て75歳以上に

団塊ジュニアが
全て65歳以上に

団塊の世代が
全て65歳以上に

団塊の世代が
全て75歳以上に

団塊ジュニアが
全て65歳以上に

15歳～64歳

○ 人口構造の推移を見ると、2025年以降、「高齢者の急増」から「現役世代の急減」に局面が変化。

2024年までの人口構造の変化
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ＧＤＰ ： 564.3兆円 645.6兆円 790.6兆円
保険料負担： 12.4% 12.6% 13.4～13.5%
公費負担 ： 8.3% 9.0% 10.1～10.2%

○ 社会保障給付費の対GDP比は、2018年度の21.5%（名目額121.3兆円）から、2025年度に21.7～21.8%（同140.2～
140.6兆円）となる。その後15年間で2.1～2.2%ポイント上昇し、2040年度には23.8～24.0%（同188.2～190.0兆円）と
なる。

医療福祉分野における就業者の見通し

社会保障給付費全体の見通し

（経済ベースラインケース）

社会保障給付費の見通し

※ 平成30年度予算ベースを足元に、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」、内閣府「中長期の経済財政に関する試算（平成30年1月）」等を踏まえて計算。 3

2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）
（内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省 平成30年５月21日）

医 療

年 金

介 護

子ども・子育て

その他

309 322 328 

334 
406 

505 

180 

203 

233 

医療

介護

その他の福祉

（万人）（兆円）

医療福祉全体

823
［12.5%］

931
［14.7%］

1,065
［18.8%］

2018年度

【就業者数全体6,580万人】

2025年度
（計画ベース）

【就業者数全体6,353万人】

2040年度
（計画ベース）

【就業者数全体5,654万人】

121.3
(21.5%)

140.2～140.6
(21.7～21.8%)

188.2～190.0
(23.8～24.0%)

6.7 (1.2%)
7.9 (1.4%)

10.7 (1.9%)

39.2
(7.0%)

56.7
(10.1%)

7.7 (1.2%)

10.0 (1.5%)

15.3
(2.4%)

①:47.8
(7.4%)

②:47.4
(7.3%)

59.9
(9.3%)

9.4 (1.2%)

13.1 (1.7%)

25.8
(3.3%)

①:66.7
(8.4%)

②:68.5
(8.7%)

73.2
(9.3%)

2018年度 2025年度
（計画ベース）

2040年度
（計画ベース）



2040年頃を展望した社会保障改革の新たな局面と課題

0

1,000

2,000
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2018 2025 2040

823万人
<12.5%>

医療・福祉

～～

（万人）

5,650万人程度

1. 現役世代の人口が急減する中での社会の
活力維持向上

⇒ 高齢者をはじめとして多様な就労・社会参
加を促進し、社会全体の活力を維持してい
く基盤として、2040年までに３年以上健康
寿命を延伸することを目指す。

2. 労働力の制約が強まる中での医療・介護
サービスの確保

⇒ テクノロジーの活用等により、2040年時
点において必要とされるサービスが適切に
確保される水準の医療・介護サービスの生
産性※の向上を目指す。

《新たな局面に対応した政策課題》

（出典）2018年は内閣府「経済見通しと経済財政運営の基本的態度」、2025年以降は、独立行政法人労働政策研究・研修機構「平成27年労働力需給の推
計」の性・年齢別の就業率と国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口平成29年推計」（出生中位・死亡中位推計）を用いて機械的に算出。

※ 介護分野：特別養護老人ホームでは、平均では入所者2人に対
し介護職員等が1人程度の配置となっているが、ICT等の活用に
より2.7人に対し1人程度の配置で運営を行っている施設あり。

6,350万人程度
6,580万人

《就業者数の推移》

人口構造の推移を見ると、2025年以降、
「高齢者の急増」から「現役世代の急減」に局面が変化。

2025年以降の現役世代の人口の急減という
新たな局面における課題への対応が必要。

6,000

930万人程度
<15%程度>
【暫定】

1,060万人程度
<19%程度>
【暫定】

国民的な議論の下、
 これまで進めてきた給付と負担の見直し

等による社会保障の持続可能性の確保も
図りつつ、

 以下の新たな局面に対応した政策課題を
踏まえて、総合的に改革を推進。
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2040年を展望し、誰もがより長く元気に活躍できる社会の実現

 団塊ジュニア世代が高齢者となる2040年を見通すと、現役世代(担い手)の減少が最大の課題。
一方、近年、高齢者の「若返り」が見られ、就業率が上昇するなど高齢者像が大きく変化。

 国民誰もがより長く元気に活躍できるよう、全世代型社会保障の構築に向けて、引き続き給付
と負担の見直し等による社会保障の持続可能性の確保を進めるとともに、以下の取組を推進。
① 雇用・年金制度改革等

② 健康寿命延伸プラン

③ 医療・福祉サービス改革プラン

健康寿命の延伸多様な就労・社会参加 医療・福祉サービス改革

【医療・福祉サービス改革プラン】
※来夏を目途に策定

〇 2040年の生産性向上に向けた
目標と2025年までの工程表

〇 以下の４つのアプローチによ
り、取組を推進
・ロボット・AI・ICT等の実用化
推進、データヘルス改革

・タスクシフティングを担う人材
の育成、シニア人材の活用推進

・組織マネジメント改革
・経営の大規模化・協働化

【雇用・年金制度改革】

○ 更なる高齢者雇用機会の拡大に
向けた環境整備

○ 就職氷河期世代の就職支援・
職業的自立促進の強化

○ 中途採用の拡大
○ 年金受給開始年齢の柔軟化、
被用者保険の適用拡大、
私的年金（iDeCo（ｲﾃﾞｺ）等）の拡充

※あわせて、地域共生・地域の支え合い
等を推進

【健康寿命延伸プラン】
※来夏を目途に策定

〇 2040年の健康寿命延伸に向け
た目標と2025年までの工程表

〇 ①健康無関心層へのアプローチ
の強化、②地域・保険者間の格
差の解消により、以下の3分野
を中心に、取組を推進
・次世代を含めたすべての人の
健やかな生活習慣形成等

・疾病予防・重症化予防
・介護予防・フレイル対策、認
知症予防

平成30年10月22日未来投資会議
根本厚生労働大臣提出資料
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主な取組

多
様
な
就
労
・
社
会
参
加

健
康
寿
命
の
延
伸

生活習慣病の発症・重症化予防のため、医療機関と保険者・民間事業者（スポーツクラブ等）等が連携し、
医学的管理と運動・栄養等のプログラムを一体的に提供し、住民の行動変容を促す仕組みの構築

身近な場所で高齢者が定期的に集い、身体を動かす場等の大幅な拡充、介護予防事業と高齢者の保健事業
（フレイル対策）との一体実施の推進（インセンティブ措置の強化）

認知症予防を加えた認知症施策の推進（身体を動かす場等の拡充、予防に資するエビデンスの研究等）
野菜摂取量増加に向けた取組等の横展開、民間主導の健康な食事・食環境（スマート・ミール）の認証制度等の
普及支援など、自然に健康になれる環境づくりの推進

※ 確定給付企業年金（DB）、企業型確定拠出年金（企業型DC）、個人型確定拠出年金（iDeCo(イデコ））

働く意欲がある高齢者が、その能力を十分発揮し、働く人の個々の事情に応じて活躍できるよう、
多様な雇用・就業機会を充実
・７０歳までの雇用確保を図る上で、複数のメニューを用意し、労使の話し合いの上で個人の選択が効く仕組みを検討
・成果を重視する評価・報酬体系の構築に向けた環境整備
・企業のみならず様々な地域の主体による雇用・就業機会を開拓

就職氷河期世代の一人ひとりが抱える課題に応じた寄り添い型の就職・キャリア形成支援の強化
特に、長期にわたる無業者への職業的自立に向けた相談支援と生活支援をワンストップで行う体制の整備

中途採用に前向きな大企業からなる協議会を開催し、好事例の共有等により社会全体の機運を醸成

一人ひとりの多様な働き方に柔軟に対応した年金制度への見直し、私的年金（※）の拡充の検討

医
療･

福
祉
サ
ー
ビ
ス
改
革

 2040年に向けたロボット・AI等の現場活用に向けた実用化構想の検討

データヘルス改革に関し、2020年度までの事業の着実な実施と2020年の後の絵姿（全国的な保健医療情報
ネットワーク等）、工程表の策定

介護・看護・保育等の分野において、介護助手等としてシニア層を活かす方策の検討
介護施設における業務フローの分析・仕分けを基に、①介護助手、②介護ロボット（センサーを含む）、
③ＩＣＴの活用等を組み合わせた業務効率化のモデル事業を今年度中に開始。効果を検証の上、全国に普及
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（年）

65
歳
以
上
人
口
割
合

（出所） 日本は、総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
諸外国は、United Nations, World Population Prospects: The 2017 Revision
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2015年現在の東南アジアにおける人口構造（年齢3区分）

29%

66%

6%

インド

（総数13億905万人）

0～14歳

15～64歳

65歳～

18%

73%

10%

中華人民共和国

（総数13億9703万人）

13%

61%

27%

日本

（総数1億2710万人）

25%

69%

6%

マレーシア

（総数3072万人）

28%

67%

5%

インドネシア共和国

（総数2億5816万人）

23%

70%

7%

ベトナム社会主義共和国

（総数9357万人）

32%

63%

5%

フィリピン

（総数1億172万人）

18%

71%

11%

タイ王国

（総数6866万人）

16%

73%

12%

シンガポール共和国

（総数554万人）

14%

73%

13%

大韓民国

（総数5059万人）

出典：国際連合「World Population Prospects: The 2017 Revision」
及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）中位推計」
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2040年将来の東南アジアにおける人口構造（年齢3区分）

21%

68%

11%

インド

（総数16億536万人）

0～14歳

15～64歳

65歳～

14%

62%

24%

中華人民共和国

（総数14億1747万人）

11%

54%

35%
日本

（総数1億1092万人）

19%

69%

12%

マレーシア

（総数3967万人）

21%

68%

11%

インドネシア共和国

（総数3億1213万人）

18%

65%

17%

ベトナム社会主義共和国

（総数1億1123万人）

26%

66%

8%

フィリピン

（総数1億3945万人）

13%

61%

26%
タイ王国

（総数6834万人）

12%

58%

30%
シンガポール共和国

（総数656万人）

13%

56%

31%
大韓民国

（総数5241万人）

出典：国際連合「World Population Prospects: The 2017 Revision」
及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）中位推計」
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